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進国のなかで最も早く設置され，環境保護法も1968年，いち早く制定され

た。最近においても，（i）硫黄酸化物排出量を1980年基準→95年65％削

減，（li）チッ素酸化物同30％削減，（iii）94年末でのフロソ使用の基本的廃止

を目標に設定している3）。また，環境保護のための国際協力についても，そ

の強い推進力となっているのである。

　スエーデンは，農業分野における環境保護についても，他の先進国ではみ

られない明確な政策をとっている。

　（i）“1981－85年平均の農薬使用量を基準にして，1990年までに，その有

　　効量を半減させる”という目標を設定し，それを達成するとともに，さ

　　らに，95年までに半減するとしている。

　（n）農業からのチッ素の漏出を1995年までに半減させる。

　価）動物排出物からのリンの供給を抑えるために，1995年から，動物密

　　度を1haあたり乳牛1．5頭，肥育豚10．5頭に規制する4），としてい

　　る。

　農薬投入量の削減目標を具体的に設定しているという点では，スエーデン

は，最も先進的であるといっていい。

　こうしたスエーデンの農業における環境保護政策の内容と特徴を，全体と

しての環境問題と環境政策のなかにおいてみていこうというのが，本稿の課

題である。その前提として，スエーデンの経済と農業の特徴を簡単にではあ

るがとらえ，スエーデンにおける環境保護政策の展開をもみておくこととす

る。

　1）スエーデンの言語は，いうまでもなくスエーデン語であるが，戦後，英語教育が

　徹底して行われ，今日では，英語も広く用いられており，政府機関は，英文の文献

　やインフォメーションも発行している。英語表示の組織名は，スエーデン政府機関

　　の発行文献による。

　2）　The　Swedish　Institute，　FactS　sheetS　on　Sweden，1988，　p．2．

3）　　Enm’ronmentzl　Policy／bγ　the 　ヱ990　’s：　A 　Summary　of　仇ε 　SwediSh　Govem，

　　　ment’s　Environmenlal　Bill，1988，　pp．9，11．
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　、：14）、The　Nationa1．Bφaτd逗fl喰gτiqultuちβう8ωα伝λ虐㎎η物s　to　Reduce　the」玩砿

　　　　i　’　．”一，、・；2［　’ス㌣醐轡と賊．ご三一

　　　　，㌻ξ∵1・）一爵嘗’警1弩帳

表・…　・989S’の基搬醐標を日・本と1ネーデ・ソ轡てあげた

ものである・／　’　”・，・，．tt、　’㍉㍍－1　、・1’1．　’・t・　’1　’

スエーデ⑳醸・・45万’㎞2＞昧（377斑2）’泊も大き…そ
こに住む人ロは，わずか850万（わ力掴の7％），人ロ密度（1km2あたり19人）

et，わが国卿2Wの・7分別であ1る・スエrデンの磯が・北醐に

入・ているごと・．駈畔分が森継おお楓1°．iEi近⑫齢あること
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〔図1〕　スエーデンと北欧諸国

グ。．，

といえる。

　注目すべきは，輸出515億ドルが，GNPの32％をも占めていることで

あり（わが国の場合10％），スエーデンは，日本をはるかに上回る輸出依存度

の高い国だといえる。その輸出は，自動車，鉄鋼などの工業製品を中心と

し，鉄鉱石，木材などの原材料が補っている。次にみるように，農産物の一

部（小麦）も輸出品である。

　輸出額が大きい反面，輸入額も大きく，貿易収支は25億ドルの黒字にと
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　　　　　　　　　　　　　　　　スエーデンにおける環境保護と農業（服部）

どまっている。この貿易黒字の輸出額に対する比率・（貿易黒字／輸出額）は

重9％で7わ添国28惣％漠り’も穣るがに小さい○スエーデンの場合，輸出

額も大きいが輸入額・も沃きく，そのパテンスがとれているので，貿易黒字

は，1そこそこの水準に収まっているわけである。

． 国際的にみたスエこデソ経済の特徴は，輸出入のバランスのとれた，世界

経済に適合性のある姿を持っている・ところにあるといえよう。後にみるよう

に，スエ∠デンが環境問題についての国際協力分野でイニシアチブを発揮し

えているのは，スエーデンが環境保護め先駆国であることに加え輌㌻スエーデ

ソ経済が国際調和的性格を持ってV・るこ’と1こもよちている乏みられる。・1．：

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⊥1．　　’　　t「．’・：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　　　　　　　　　　　　　　　　エ
　　　　　　　　　　　　　．2）農一．．業Z，：L　；1．、，一

　（1）　国民経済上の位置　　　一・一．一　　　，1，

　スエーデンにおける農業のGNP比は£6％ギ農業就業人口が総就業人口

に占める割合は・・85％でき繊て小、さ鶯！）≡聾も・アメリカなみ

である・わが国と比魁た黙ぼ蹟業謄人嘩の嘩湘立つカy

これは，農場数が減少し，・10万そごそこにならているためである。だが，

そのことet・農業生産の縮小を鹸レロまいない・後にみるよ5　tlc・穀物自

給率は100％をこえているのである。．＿，．

　　　　　　　　　　〔表2〕　農業の国民経済上の位置：
　　　　　　　　　　　　　スエー，デン顛本（・987）　　．

スi一デジ 日・　本・

　　　　　農業のGNp比　　　　　　　　　　　　　1．6．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ　ぼ

一驚鑓響欝讐量護黙蜜三蒸

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



　（2）農場数・耕地面積・平均耕地面積

　スエーデンでは10万3000の農場が，289万haの耕地を用いている（表

3）。農場（農家）数はわが国の40分の1であるが，耕地面積は55％に及ぶ。

したがって，1農場あたりの平均耕地面積28haは，わが国1．2haの23倍

に達している。EC　12か国の平均耕地面積は7．7ha（表4）だから，スエー

デンはその約4倍であり，アメリカ86haの3分の1なのである。スエーデ

ンの平均耕地面積は，ヨーロッパのなかではきわめて大きい部類に属してい

るといっていい。

　なお，スエーデンの耕地面積の大部分は，スエーデン南部の沿岸地帯に展

開している（図1）。

〔表3〕農業の基本指標：スエーデン（1987）

　　　　　と日本　（1989）

項　　　目 単　位 スエーデン 日　　本

耕地　面積
農場（農家）数

平均面積

万ha
万

ha

289

10．3

28

528

419

1．2

資料：Swedish　Agricultural　Market　Board，
Fαcお　about　the　SwediSh　Food　and　Agri・

CttitUral　SectOr，1988，農林水産省，前掲書。

〔表4〕平均耕地ω面積

ha 倍　率

スエーデン

日　　本

E　　　C
アメ　リカ

28

1．2

7．7

86

〈1．00＞

＜0．04＞

〈0．28＞

〈3．07＞

46

注（1）耕地面積（ヨーロッパ：Arable　Land，アメリカ：Crop・

　　land）は，作物生産に用いている耕地。放牧地等は含まない。

　放牧地等を含んだ全体としての農地は，農用地Land　in
　　Farms（アメリカ），　Utilized　Agricultural　Area（ヨーロッ

　　パ）とされる。

資料lSwedish　AgricUltural　Market　Board，　FactS　about　the

　　　SwediSh　Food　and　Agn’Cttlinral　Sector，　1988．

　　Commission　of　the　European　Community，物㎏勧1・
　　tUral　Situation　in　the　Community，1989　ROPort．

USDA，　AgricultUral　Statistics，1989．
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スエーデンにおける環境保護と農業（服部）

“

　’F　　　　、3）’穀物輸出国としてのスエーデン

　総農場数が10方で：ありながら1農場平均28haの耕地を持つスエーデ

ン農業の生産力はきわめて高い。それは，スエーデソにおいて生産可能な農

産物については；ほぼそれらを自給し，穀物については1年間100万トン以

上の輸出1）をしている（主として対ノルウエー）というところに示されている。

　表5のように，食用穀物（主として小麦）の生産量188万トンは消費量113

万トンを67％も上回6ており，粗粒穀物（主として大麦：家畜の飼料として用い

られる）の生産量394万トン・も消費量327万トソを20％上回っているのであ

る。また，畜産物（牛肉，豚肉，トリ肉，鶏卵）についても，ほぼ自給を達成し

ている。スエーデンは，気候条件の面からいって生産しえない果物や野菜以

外は自給を達成＾し2），その一部を輸出しているわけである。

　　　　　　　　　〔表5〕　スエーデンの主要農産物の生産ご

　　　　　　　　　　　　　消費・自給率（1987）　　　　　　　　　　　　・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、へ　　　　　＾

　’　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　PT：・：’・㌧臨1

　　　　　　　資料二Swedish　AgriQultural　Market　Board，　FactS　abqUt
　　　　　　　　　the　Swed云5h　Food　and　de’culin’ral　Sedtobl．　1988，　b．16、　　　’　　　一

　　　　一注ω△は輸入を示す・　　　　　○　　∵一、　　一．．．

　このように，スエーデンは，今日の世界経済のなかでノミランスのとれた先

進工業国として存在しているとともに，そのなかに，確固たる農業生産基盤

をも確立している国として特徴付けられる。後にみるように，、スエーデンが

農業においても思い切った環境保護政策を展開もている背景のひとρには，

こうした農業生産基盤の確立があ萢とL・つて厨い6㍉1，：ごぷ三こ脳三rrづ詫．涛

一 7一　　　 　　　　　　　鰻

項　　　目 生産量 、消費量 ・輸出入量ω 自給率（％）

食用穀物 188 113 75 167

粗粒〃 394 ’i’　30戊・・ 67 □護2ば巳
食用ポテト 92．4 91．9 0．5 101汀．，

砂　糖 25 34 　　　・
△9

　　　　　F｝、♂　　　　　・一　＾卓

　74
鶏　卵・ 12．6 ．11．6 ・ 1．0 1109田、

牛肉・小牛肉 13．5 14．5 △1 93

豚　　肉 29 26 3 112　式

．トリ肉・　　　’ 3．4 3ご0 0㌧4． ．珪3・＝



1）スエーデンの平均耕地規模はECを上回っているとはいえ，アメリカの3分の1

　だから，スエーデンの穀物価格は，国際価格よりも高い。したがって，輸入課徴金

　制度によって輸入を阻止する一方，輸出補助金をつけて穀物を輸出してきた。その

　システムはECと同じである。　ECの国境措置については，服部信司『ガット農業

　交渉』（富民協会／毎日新聞社，1990年）37－41ページを参照されたい。なお，ス

　エーデンの輸出補助は，今年（1991）7月より廃止される。そのうえで，スエーデ

　ンは，ECへの加盟を目指している。

2）スエーデンが，国内生産可能な農産物のほとんどすべてについて自給を達成して

　いるというのは，中立国家としてのスエーデンの長年にわたる軍事上の安全保障政

　策，その一環としての食料についての強い安全保障への配慮にも基づくものであっ

　た。

3．スエーデンにおける環境保護政策の

　　展開と現状1）

1）　環境保護政策の展開

　（1）1960年代中期における水銀拡散の政治問題化

　「はじめに」において指摘したように，スエーデンにおける環境保護政策

は，1960年代後半に始まっている。それには，水銀の環境への拡散という

背景があった。

　1960年代中期に，（i）農業において，種子の消毒に水銀を加えたものが用

いられた，（li）林業一パルプ産業（でくルプ産業は，19世紀末以来のスエーデンの主

軸産業のひとつ）における薬剤の一部として，水銀が用いられている，㈹塩

素処理一アルカリ産業においても用いられていたということから，水銀の環

境への広範な流出が問題となり，それが政治問題化するに至った。

　さらに，時を同じくして，自然保全についての世論が高まりをみせた。

　こうしたなかで，スエーデン政府ぽ，環境保護と自然保全についての情報

を収集するとともに，それへの対策を準備することとなった。そこから，環

　48　　　　　　　　　　　－8一



　　　　　　　　　　　　　　　　スエーデンにおける環境保護と農業（服部）

境保護のための中央政府機関F環境保護庁（National　Enviro㎜ent司Protection

Board）が生まれ，一自然保全法（Nature　Conservancy　Act；ユ964年）と環境保護

法（Enviro㎜ental　Protection　Act）が制定されるに至るわけである庄，1、・S．、1

　　1）　本章の事実，9Ut，：．：The　lSwedish．　Ins壌utet飽acts、sん2尊；ρκづ2ρ璽口）三き動Woヵ一

　　解吻’P城伽1卵によ・てい残捌暢餌醒鯛畢す三拶3

　（2）環境保護法（1969年）：1　　－　一．’・Tt：触：≡∴≡…，・・z．J’：J．　J、、：

　60年代中期の問題の焦点が，・水銀を用い埣薬剤ダ水銀を用1，V・た珈工ヨニ程，z

水銀を用いた産業による環境汚染であったことから）この環境保護法の且的

は，主として，工場（生産）に伴うて生ずる環境破壊への規制におかれてい

る。すなわち，　　：、一、　　　　　・　　　　t、，一．　　　　　　一・1

，．
ω・（環境汚染をひきおこす可能性のある）’tいくっかのタイプの産業ある

　一㌧・は工場設備については，政府の許可なしには設立しえなし・。．

一 ㈲許可を与える場合においても，その立地は，環境や人間への影響がミ

　　ニマムのところとする。　　－　tt．．・　こ．・　　・　　t－．t▼、

　㈹　硫黄等の工場排出物についてs，その最高限度を設定すゐ。・

㈲，環境汚染を招く可能性のある産業は，保護対策についての責任を負

　　う。　　　　　　　　　　　．　　　　　　t’　　・・　’．㌧　　　　　　　，）　．1－．．一

というのが，その内容であった。　　　∵　・・’、．．，．「’　．　，．・

　環境保護法の制定とほぼ並行して，DDTの使用が禁止され（1969年），重

油の硫黄含有率を制限する法律も制定された’（1968；年）。ごぶ；”’：○ヒ1

　また，，1971年には，PCB（ポリ塩化ピフェ＝ノピ1電気絶縁体として肌・られる：’

環境汚染物質）の使用制限法も成立したので・rthる’eゴ　＿．㌍

　（3）　自然保全法（1964年）　　　　　　　　．“．・莞藁に｝ぺ｝、鋳フー：1涜　　E

．自然保全にっいてのスエーデン世論の高まり液堂潅亥望鋤定さ轟藁のが，一

自然保全法侭at鵬CO腫w鋤Cy　A尊〉．であ萢16．緯蜘託迫憂自然壁束己保護さ
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れ維持されるべき国家の財産であり，（ii）その自然は，伝統的なコモソ・アク

セス権（the　Right　of　Common　Access1）：万人の立入り権）に基づいて，すべての

ものに開放されるべきであるという原則によっている。

　自然保全法は，保全すべき自然地域を，（i）国有の国立公園，（ii）公有地・

私有地のいずれにおいても，科学的目的とレクリエィション目的のために設

定しうる自然維持地域（Nature　Reserve），（iii）ごく限定された規制措置がと

られるだけの自然保全地域の3つに分け，そのもとに，1967－69年の3年

間において，それ以前の50年間に指定された面積の倍以上を組み入れたと

いわれる。

　このようにして，1960年代後半にスエーデンの環境保護政策は始まった

わけである。アメリカにおいて全国環境政策法（National　Environmental　Poli－

cy　Act）が成立し，環境保護庁（Environmental　Protection　Agency）が発足する

のは1970年であるから，スエーデソの環境保護政策への着手は，アメリカ

よりも数年早い。スエーデンが，環境保護とそのための行政の先駆者といわ

れるゆえんである。それには，60年代中期に水銀汚染が広がったことが直

接の背景となっているが，同時に，高い国民所得を基礎に社会保障制度を充

実させ，生活と環境の質を国民的課題としていち早く取り上げうる状態に達

していたことも指摘されてよいであろう。

　　1）　コモン・アクセス権というのは，スエーデソに伝統的な慣習的権利のことで，（i）

　　　農村を自由に動き回る権利，㈲他人の土地を通り抜けられる権利を，（土地に損害

　　　を与えなければ）誰もが持っているということをいみする。そのなかには，㈲イ

　　　チゴ，花，シイタケをつみとれる，㈲他人の水域においてもボート，水浴ができ

　　　るということも含まれている（Swedish　Institute，　op．　cit．，　p．3）。

（4）1970年代における環境立法

①　海洋投棄禁止法（1971年）

先にふれたように，1971年にPCBの使用制限法が成立するが，同年，海
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洋投棄禁止法（Marine　Dumping．Prohibition　Act）が制定される。スエーデン領

献轡磯肪唖治嬢勲すべて禁ずるZ．Y）うものである・ス

エーデンの面している・ミルb海は，デとマークとの間のごく狭い海峡によっ

て北海に通じているにすぎず（図1），いわば出口のない湖と伺じであり，そ

のバルト海の環境維持のためにとられた措置であった。

②’燃料用石油の含有硫黄についての法（1976’年）’　こ富

　燃料用重油やその他の化石燃料の燃焼によって生ずる亜硫酸ガ沃の排出を

制限しようとするもの。前述した1969年の重油の硫黄含有率を制限する政

策と合わせ，硫黄酸化物の排出量は，1970→85年へと3分の1に減つてい

る1）。

　なお，1985年には，化学製品に含まれている物質による公衆の健康と環

境への害を防ぐための化学製品法・（Ch㎝ical　Product　Act）が成立している。

　　1）　Swedish　Institute，⑳c紘，　p．2．

　（5）．1960年代後半→80年代中期の環境政策の結果

　1960年代後半に始まったスエーデソの環境保護政策は，「多くの分野で好

ましい結果をあげてきた」1）といわれる。　　’　　　　．

　第1。水銀の環境への排出は減少し，前述のように硫黄酸化物の排出量も

大幅に減った。

　第2。湖，河川，沿岸水域へのリンあ排出も，地方自治体による下水の整

備やその他の清掃事業の結果として減少した。家庭の雑排水による湖沼や河

川の汚染問題は，70年代末には，ほぼ解消するに至つたといわれるb

　第3。60年代後半に一挙に倍増された国立公園，自然維持・自然保全地域

は，80年代中期には，・国立公園20か所60万ha，自然維持地域1200か所

と自然保全地域1200か所で140万ha，合計200万」ha（国土の4；3％戊に及ん

でいる2）。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’
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1）　Swedish　InstitUte，　op．　cit．，　p．4．

2）Swedish　Institute，　ibid．国土条件がちがうので比較は難しいと思われるが，わ

　が国の国立公園・国定公園・自然環境保全地域等の総面積は540万ha（国土の

　14．1％），その大部分（533万ha）は国立・国定・県立の公園で，自然環境保全地

　域は小さい。環境庁『平成2年版環境白割50ページ。

2）　環境保護の政府機関

　スエーデソの現在の環境問題と環境政策に移る前に，環境保護のための政

府機関についてふれておこう。

　現在，環境問題について基本的責任を負っているのは，環境・エネルギー

省（Ministry　of　Environment　and　Energy）であるが，環境分野の中心的な行政

機関は，1967年の設立以来，環境保護庁である。環境保護庁は，他の多く

の政府機関と協力しつつ，議会・政府の決定の施行に当っている。情報の収

集，専門家の養成，環境についての研究の提起（研究に当るのは主として大学），

細則の制定，社会の環境団体との協力なども，その仕事である。

　スエーデンには，24の県（county），284の地方自治体があり，各県は，そ

の行政組織のなかに，環境のための機関をおいている。地方自治体も環境保

護のための機関を持ち，それらがローカル・レベルでの環境保護について責

任を負っている。近年，多くの環境保護についての権限一責任が，地方機関

に移管されたといわれる。

3）　環境問題と環境保護政策の現状

　（1）今日のスエーデンの環境問題

　1960年代後半に始まった環境保護政策は，水銀や硫黄酸化物の規制，湖

沼・河川の浄化，自然保全地域の拡大等の「多くの分野で好ましい効果をあ

げ」，60年代後半一70年代初めに強く意識された環境問題は解消ないしは大

幅に緩和されたわけであるが，80年代に入り，新しい環境問題が登場して

いる。
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　①　大気と土地の酸性化問題

　今日，スエーデンの直面している最も大きな環境問題は，大気と土地の酸

性化問題であるとされている。暖房プラントや加熱工場，パルプー製紙産

業，自動車産業，これらから排出されるチッ素酸化物と硫黄酸化物一とり

わけ前者一によって大気が酸性化し，その結果生ずる酸性雨により森林破

壊がひきおこされるとともに，スエーデンの全湖沼の5分の1にあたる1万

8000の湖が汚染され，地下水の酸性化も進んでいるといわれる。地下水の

酸性化は，水道管の腐食を招き，そこから健康に有害な銅や鉛が放出され

る，その点にスエーデン当局は危険をみているのである。

　他方，土壌の酸性化は，自然の生物プロセスからもひきおこされるが，林

業や農業生産との関わり（チッ素系化学肥料の過剰投入など）の結果としてもも

たらされる。あるいは，酸性雨もこれに影響する。こうした土壌の酸性化

が，植物のなかでの一部の栄養の不足→バランスの崩壊をもたらし，あるい

は，金属（アルミニュウム）などの放出をひきおこして，木＝スエーデンの森

林に害を与えているというのである。

　先にふれたように，大気や土壌の酸性化の一因である硫黄酸化物は，1970

→85年へと3分の1に減っているから，スエーデンの中心問題もチッ素酸

化物の削減におかれている。

　また，スエーデンに降る硫黄酸化物の90％は他国からのものであるとい

われており1），スエーデソの環境にとっても，酸性化対策の国際協力の推進

が不可欠となっている。いわぽ，今日のスエーデンの環境問題は，地球環境

問題と切り離せない性格を帯びるに至っているといえよう。

　　1）　Swedish　Institute，　op．ε猷，　p．1．

　②　チッ素の排出問題

　①との関連で問題とされているのが，農業（チッ素系化学肥料の過剰投入）や

都市廃棄物，あるいは工場排出物からのチッ素の排出であるぎ一工場からのチ
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ッ素の排出は，リソの排出が減ったほどには減っていないといわれる。

③　有害のおそれのある物質を含む化学製品やその副産物の規制

　人間に有害のおそれのある物質とは金属類，ハロゲン化された有機物質と

されており，化学製品の具体例として農薬があげられている。そうした物質

の影響は数世代にわたるとともに発ガン性のおそれがあることから，規制一

監視の対象とされているのである。

　④フロン問題
　フロン（Freon：フレオソ）を強く問題にしているのは，いうまでもなくそ

れがオゾソ層の破壊という地球環境問題に関わっているからである。

　⑤　パルプー鉱山業からの廃棄物問題

　なお，70年代一80年代から残されている問題としては，スエーデソの伝

統的な産業である木材一パルプー製紙産業と鉱山業からの廃棄物問題がある

という。

⑥　海洋汚染問題

　バルト海の海洋汚染についての状況はなお深刻であり，特に，金属の廃棄

が問題とされている。

⑦　今日のスエーデンの環境問題における農業の位置

　以上ざっとみた今日のスエーデンの環境問題のいくつかにおいて，農業が

関係している。第1は，チッ素の環境への流出源のひとつとして，第2は，

人間に有害のおそれのある物質を含む化学製品のひとつ（農薬）としてであ

る。環境全体，あるいは人間生活の安全性に対して負荷をもたらす要因のひ

とつとして，農業における特定の行為（農薬および化学肥料の過剰投入）が問題
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とされているといえよう。

　（2）全体としての環境保護政策一「90年代の環境政策」1）

　①　基本的立脚点

　1988年に，スエーデンにおいて，1990年代に向けての環境政策が成立し

た。これは，上述のような今日の環境問題一大気と土壌の酸性化，その主

因としてのチッ素化合物，それらを含む地球環境問題一に対する基本的立

場と対策とを政策化したものである。法案は，次の3点を基本的立脚点とし

ている。

　（i）よい環境と経済・社会福祉の成長の持続とは手をたずさえて進むべき

　　ものである。

　㈲環境破壊についての責任，あるいは環境破壊を防止することの責任

　　は，常に，環境上危険な行動を行っている者にかかる。すなわち，汚染

　　者責任を明確にさせていることが，第2の特徴である。

　㈹　国際協力が，スエーデンにおける活動と並行して進められなければな

　　らないとして，国際協力におけるスエーデソの積極的な役割を第3の立

　　脚点としている。

　　1）　この項は，主として，スエーデン環境保護庁のEnvironMental　Po　liay　for　the

ヱ990’s：ASummary（ヅthe　SwediSh　Government’s　Environinental　Bill，による。

　　　特別の場合以外は，引用を略す。

　②　自然資源と自然保全

　「すべての現存する動植物の生息環境は，その生態系上の安定性が保たれ，

その種の構成が維持される水準と，それを可能にする方法において保護され

るべきである。……林業と農業は，自然保全の利益を考慮に入れるような方

法で行われなけれぽならない」として，原則が明確にされている。また，自

然資源と人間との関係では，コモン・アクセス権が，万人の権利として再確
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認されていることが注目されてよい。なお，自然上の価値や文化価値を持つ

環境を維持するための行動をとる農業経営体には，ひき続き，資金補助が与

えられるとされている。

　③　大気汚染と酸性化に対する行動

　1980年を基準にして，硫黄排出量を1995年に65％削減すること，同時

期にチヅ素酸化物の排出量を30％削減すること，これが，目標として設定

されている。その手段としては，スエーデンにおける排ガス規制を一層効率

的にすること，工場からの硫黄排出量の一律規制（大工場0．2％，小工場

0．4％），排ガス規制についての国際的合意の樹立1）が，あげられている。現

在の大気汚染と酸性化の主因をなしているチッ素酸化物の削減目標を，すで

に1988年時点において具体的に設定したところに，スエーデンの先進性が

示されているといえよう。

　　1）　ヨーロッパにおいて，スエーデソを含む21か国が，1993年までに，亜硫酸ガス

　　　の排出量を少くとも30％削減すること（1980年基準）をとりきめており，スエー

　　　デンは，そのための国際的な協力計画を提案しているという。

　④　海洋汚染に対する行動

　スエーデソの海洋（パル晦，ボスニァ湾）に影響を与えている汚染物質は，

有機物，様々な重金属，肥料塩分，油であり，ゆっくりとした潜行性の中毒

をもたらす廃棄物に対して特別の注意が払われるべきであるとされている。

そこから，水銀とカドミュウムの廃棄は，1995年までに半減させられるべ

きとしている。

⑤　フロンの段階的廃止

1986年を基準にしてフロン使用量を半減させる。さらに，’94年末までに

フロン使用をおおむね廃止する一これが，スエーデンのフロシの段階的廃
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止計画であり，世界で最も先進的とされている。

⑥環境損害保険法（Environmental　Damage　Act）

環境に対し潜在的に危険な（事業）活動を行っているすべての当事者は，

この保険に拠出義務を負うとされる。

　これのもとでの補償の支払いは，

（i）環境保護法のもとにおいて，補償を受ける権利のある者がいるが，そ

　　の被害について責任のある者が，損害を支払いえない時，

　（ii）損害請求権が失効している場合，

　㈹誰が，その損害に対して責任があるか明確にしえない場合，

に行われる。

　いわば，この保険法は，環境に対しリスクを与える活動を行う者の一定の

共同補償を義務付けたものといえよう。

4）　農業における環境保護政策1）

　（1）農業と環境問題

　全体としてのスエーデンの環境問題のなかで，農業はチッ素の環境への流

出源として問題とされており，農薬が人間に有害のおそれのある物質を含む

化学製品とみなされていることを指摘した。

　現在，スエーデンでは，農薬の使用が抑制されてはいるが，それでもな

お，農薬の使用は，人間に対してだけではなく，農業地帯の動物や植物への

脅威として認識されている。

　また，化学肥料の過剰使用と畜産排泄物とから，栄養分が水域に浸出して

いること，あるいは，アンモニアの大気への放出が増加していること（チッ

素化合物の増加）が，懸念されている。

　さらに，．今日のアメリカと同様2），湿地の喪失による生態系の破壊が問題

視されている。湿地は，チッ素の流出を防ぐ場としても重要視されているの
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である。スエーデソの湿地は，19世紀の初め以降，3分の1が排水されたと

いわれる。

　　1）　この項は，主として，The　N　ational　Board　of　Agriculture，　SwediSh　Programs

to　Reduce　the　Environ”zentzt　Problems　related　to　Agriculture，　1989，　セこよるo

　　　特別な場合以外は引用を略す。

　　2）　アメリカにおける湿地喪失問題については，服部信司「アメリカにおける環境と

　　農業」（『岐阜経済大学論集』24巻3号，1990年12月）54ページをみられたい。

　（2）農業における環境保護政策

　スエーデンにおいて，環境目標が，自立的な農業所得や消費者への妥当な

価格と並んで，農業一食料政策のなかに導入されたのは，1985年である。

アメリカの場合（1985年農業法による）1）と時を同じくしている。

　そこにおいて，次の3つの基本目標が設定された。

　（i）農業部門は，よい環境への要求について考慮に入れなければならな

　　い。

　㈲　農民は，妥当な程度まで，種の多様性と貴重な動植物を保全する努力

　　に参加しなければならない。

　旬　農民は，環境的によい耕作手段と耕作技術を，できるだけ多く用いな

　　ければならない。

　これらの目標設定は，農業一食料政策の実施に係る農業当局の仕事に，き

わめて大きな影響を与えてきたといわれる。具体的な政策決定の行われる前

に，環境への影響が，まず考慮されているのである。同時に，次に指摘する

ような具体的目標も設定されたのである。なお，1988年には，先にふれた

「90年代の環境政策」が成立し，「農業における環境改善法」も導入された。

　　1）　アメリカの1985年農業法については，前掲拙論を参照されたい。

①　農薬使用の大幅削減の設定

1985年，スエーデン政府は，1981－85年の平均使用量を基準として，5
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年間で農薬の使用量を半減するという画期的目標を設定した。

　この目標達成のために，いくつかの手段がとられた。そのひとつは，農薬

への賦課であり，1986年に，農業において用いられるすべての農薬に対し，

一
律20％の価格賦課が導入された。スエーデン全国農業局の推定では，

1haに農薬を1回まくごとに平均29スエーデン・クローネ（610円）のコス

トがかかるようにされたという（スエーデンの耕地面積は，1農場平均28haだか

ら，仮に，耕地全体に農薬を用いると1万5000円のコストが，プラスされることにな

る）。

　すでに農薬については，10％のインプット税が設定されていたから，こ

の20％の新しい賦課税は，農薬の過剰投入を抑制するうえで少からぬ効果

があったとみられる。

　もうひとつは，農薬を散布する農民あるいは農業労働者に対しての丸3日

間のトレイニング・コースと試験パスの義務付けである。

　これは，5年間有効とされている。

　スエーデンの調査によると，雑草駆除のための除草剤の使用量は，半減し

うるという。

　こうした手段によって，1990年には，農薬の使用量は半減し，さらに，

95年を目途に，半減する目標が設定されている。

　②　肥料成分の流出への規制

　1985年に，農業からのチッ素の流出を1995年までに半減すること，今世

紀末までに化学肥料におけるチッ素の使用を20％減らすことが目標とされ

た。

　そのためにとられたのが，チッ素とリンへの環境税である。1988年には，

チッ素への課税は1kgあたり0．6スエーデソ・クローネ（12円），リンにっ

いては1．2スエーデン・クローネ（25．2円），いずれも，価格の約10％とな

った。これに加えて，チッ素とリソの価格の20％が特別課徴金として徴収
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され穀物への輸出補助金として用いられているから，農薬の場合と同様，

30％の賦課が行われているわけである。

　農業部門における肥料の使用量は，過去5年間（1985→90年）に12％減少

したといわれる。

　前にふれたように，チッ素流出の発生源として，アンモニア放出が最近重

視されており，1990年に新たに策定された環境法では，アンモニア気化を

1990→95年へと25％削減する目標が設定された。

　なお，チッ素の流出を防ぐ優れた方法として，土地に秋一冬作物を栽培

し，土地を被覆することが，奨励されている。

　また，1988年には，汚染の強い水域への栄養分の流出を2000年までに

50％削減することが目標として決定された。

　③　動物密度の規制

　動物密度とは，1haあたりの家畜飼養頭数のことであり，1995年から，

これを乳牛1．5頭，肥育豚10．5頭にするというものである。この目的は，

スエーデン全体において，家畜排出物からのリンの供給を，耕種生産の平均

的な必要量，すなわち，年約20kgに抑制しようとするところにある。これ

も，大きな視点でみれば，肥料成分の流出への規制手段のひとつといってい

い。

　④　農村景観の保全

　農村景観の豊かさと多様性は，植物・動物保護のカギであるとされ，環境

上価値のある放牧地に家畜を飼っている農民には，（過放牧としないように）

補助金が支払われている。

⑤　湿地の維持と回復

湿地が農地になっているところを再び湿地に回復させようとする試みに対
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しては，t’・tごく最近，’一造成補助金が支出できるよう；になった6

　⑥　有機農業への支援

　1988年から，有機農業への移行を促ずための助成措置が発足じで、・る。

土地の平均≒収量に応じて1、年750：スエーデソ・クロ≡一ネ（1万E57．QQ円）・と

29002く工苧，デソ・．グロ・一素灘6｛万900円）’の間になる。この計画は大変成功

し，1988年の有機農地1一万二h注膣対じ，13万haが契約に入ったといわれ1る6

　　　、i学ご三・L，1　’三一㌶・㍗　　二　・－－　：’一『∵　　　　　1　〆s　’／・：　｛

　　　≡：にに泡笛む二すび一．三＼．二：蒙

以上坑現在のスエーデンにおける全体としての環境政策とそのなかでの

農業における環境保護政策である。

　いずれの場合も，目標数値を具体的に設定していること，その対象が包括

的であることが，特徴的だといっていい。特に，以上の2点は農業め場合に

は際立っており，その点（農薬使用量やチッ素流出量の削減数値を設定したこと）に

おいて，スエーデンは，世界のなかで最も先進的なのである。しかも，1985

→90年の経過をみる限り，その目標が，かなりの程度達成されていること

（特に農薬）が，注目されてよい。

　この背景には，

　（i）スエーデンが冬の寒さのきびしい（したがって，病虫や雑草は，冬季には

　　一掃される）地域に位置し，農薬の必要性はわが国などに比べれば，比

　　較的少い。

　（li）ECの平均4倍近い規模を持つ専業農場を中心に，農業生産体制カミ確

　　立し，その自給率もきわめて高い。

　㈹人口800万人ほどの国で，1人あたり国民所得も歴史的に高く，国民

　　の環境問題への関心も高い。

というような事実を指摘しうるであろう。なかでも，スエーデン政府と農業

　　　　　　　　　　　　　　　一21－　　　　　　　　　　　　　　　61



二

t
［“

∨

’

ご
＾
言
万

t

t
l

べ

！
「

」
r
i
ー
　
t
i
　
A
i

　“h㍉　セコl　　flこ＼々㌻・　←・㌧1　’　　一

団体，国民と農民が，・環境保護塔珍いでの共通認識を持っ、ていることが：そ

め基盤となちているtとみられる。：　’

　　　二擁：き㍉ぎ蘂三三、二でご籔堅ト鷲㌃：㌔　一聯も難況

一

∴○繰鍵裡鱗興：詳遇興・翌嘩連嬢逗擁き一計詩
　∵㌔≧舗t1．、工織　藏鍛蔓鱗藁遺辱当騨筑繋紺罐包枠
∴㍉1：蚕繍戯轡葺莚麟L鱗聯璽繭撫妄妄・恒蕊・1　…（；震
・・ ．・　　べ塩h㎡融一一一謡s⌒≦hn－nei“；smama’　；．tgm．e，．tj

　　今年度のわが国の農業白書は，基本法農政下の30年の歩みをふり返り，

新しい環境への対処の必要性を強調したなかで，環境と農業の関わりについ

ても視点に入れ，的確に言及している1）。わが国における環境と農業を考え

　る場合にも，スエーデソの対処は，重要な参考となろう。一・

　　．1）L今年度の農業白書における環境と農業については，「平成2年度農業白書』およ

　　　・⑳随旬嚇問題と蝶把（富鞭会『壁と経済別冊’平成2年度麟白

．

鉢㌘驚禦遭璽違㌶㌶誌ぽ斑μ，。4st“1

職轍繊聯麟鞭盤麟誕㌣一題曝9鱒
　　〕ト∴㌧；∵1・：べ三’、二ら…，ピパ　t）　　己轟字輩浪芦；．吉已・当ぷ鵠ニボ4苓莞

瀕聲雛鑑暮式ぽ」蜜鶴三爆論阜・き幾蟻湊ξu㌧鳶顯嚇筆ヅ

、・灘灘麟ゑ態戴轟山隅段癒繰嬬壌造嘩繊鎗違・遣却瑳鱒轟恒趣

．・鎮寅繍≠攣繋．騨蝉融携パ給蹴苫‘
・：艦謬螂騨鱒轡壺灘轍w鰹産㈱輝
．蜘一⊆’一ごト“趣轍蕃喜ザ綴墨轟薗鍵睡講締
ギ　・　　∨ 　～　ベ　　　ー　　

’

　　　ノ　　　　「　へ　　　　　　　　　　　　　、　　 ←

毒；三鍵裡罐鱗醐・蝶鎌嘩轡珪窒聯蹴鍛鰻磯・輯罐覇轡

　　　　　　　　　　　　　灘麓蟻繍轍熱§≡聾i灘慧蔑）
戸　百・．㍉一　㌧　＿ 一 　♪」‥一　　べべ’∵．　　c　－　’　 ・

∴ご’∵・ご麟擁’麟穀線謡遠ぼ蘂ぶ三　㍗勲麟鞠嘩遠寧鶴良一③ぷ，、∫違
　イ なら　　　　　ヘトパ　　　ポズ　　パ　ロ　　　　　　　トリビ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ご
つ　・“　　　 ，、 　Pt　　：　　　　　　　　　， 、　L　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・

？“1：・∴醜ミ遵舞薄繊薯声麟鰍麟嫡卓壇趨人千漠繍栖筆到志裟螂ロ人くi簿

　メ’円三達璽逗㌔郵曇纏：∴べ、・、逗i顧嚥o・・辮繋く砧ピ

∴ 1∵鷲購騰無蓮酋醐麟嚥顯麟裟澄鰻熈連懸蟄趣緑こ嚇
㌔　　　　　　　　　　　　’t　　　　　　　　＾

∴．・、　　　㌧艦　’一　　　　・　　　　　　－222。一

イ　　 、r

　　　　“くこ　　　　　へ　　　　　　　　　　　、　s．

璽
「
フ
r

－
v
］

三
丁
雪
尋
」
～
室
’
ξ
～
㌃

”
t
’
t

、
」
、
∨
弍

寸


